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○足立区ユニバーサルデザインのまちづくり条例施行規則 

平成17年７月25日規則第66号 

改正 

平成20年３月31日規則第56号 

平成21年10月29日規則第78号 

平成22年３月31日規則第28号 

平成24年11月22日規則第73号 

平成27年４月１日規則第44号 

平成27年４月28日規則第50号 

平成27年７月31日規則第66号 

平成28年３月22日規則第31号 

平成29年２月28日規則第７号 

平成30年11月12日規則第72号 

令和元年９月20日規則第19号 

令和４年３月31日規則第43号 

令和６年11月18日規則第73号 

令和７年３月19日規則第12号 

足立区まちづくり推進条例施行規則を公布する。 

足立区ユニバーサルデザインのまちづくり条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、足立区ユニバーサルデザインのまちづくり条例（平成24年足立区条例第43号。

以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（用語の意義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、条例で使用する用語の例による。 

２ この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 公共建築物 国又は地方公共団体が公共の用に供するために建設される建築物及び施設を

いう。 

(２) 公共住宅 公営住宅法（昭和26年法律第193号）第２条第２号に規定する公営住宅、独立行

政法人都市再生機構法（平成15年法律第100号）に規定する賃貸住宅であって独立行政法人都市

再生機構が自ら建設及び管理を行うもの（一定期間経過後に土地提供者等（独立行政法人都市
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再生機構法第11条第１項第10号に規定するものをいう。）に譲渡する目的で建設される賃貸住

宅を除く。）、地方住宅供給公社法（昭和40年法律第124号）に規定する賃貸住宅その他これら

に類する目的で建設される共同住宅をいう。 

(３) 公共的建築物等 鉄道駅、私立病院、私立学校、私立幼稚園、児童福祉施設等、集会施設

その他これらに類する建築物又は施設であって、公共性の高いものをいう。 

(４) 商店街 商店が概ね連続している地域で、足立区長（以下「区長」という。）が指定する

区域をいう。 

(５) 葬祭施設等 斎場、遺体保管所、エンバーミング施設、ペット葬祭施設、移動火葬施設そ

の他区長が特に認める施設をいう。 

（開発等事業） 

第３条 条例第２条第６号に規定する規則で定めるものは、次の各号に定めるものとする。 

(１) 日常的に不特定多数の来客若しくは来車又は大規模な物流等を伴う小売業（飲食店業を除

くものとし、物品加工修理業を含む。）を行うための店舗を建設する事業のうち、店舗面積が

500平方メートルを超えるもの 

(２) 敷地面積が1,000平方メートル以上の敷地に建築物（建築基準法（昭和25年法律第201号）

第６条第１項第３号に規定する建築物、専ら農業用施設である建築物又は用途が専用住宅であ

る建築物を除く。）を建設する事業のうち、建築確認が必要となるもの 

(３) 公共的建築物等を建設する事業のうち、敷地面積又は延べ面積が500平方メートル以上とな

るもの 

(４) 新築、改築、増築、用途変更又は使用方法変更により葬祭施設等を設置する事業 

(５) 商店街に建築物を建設する事業のうち、延べ面積が300平方メートル以上となるもの 

(６) 第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域又は第二種住居地域内に倉庫を建設する事業

のうち、延べ面積が500平方メートル以上となるもの 

(７) 墓地、埋葬等に関する法律（昭和23年法律第48号）に基づき、新たな許可を要する墓地を

設置する事業のうち、敷地面積が500平方メートル以上となるもの 

(８) 自動車車庫の機能を有する工作物の設置を主たる目的として行う事業 

(９) 足立区中高層建築物等の建築に係る紛争の予防及び調整条例施行規則（昭和54年足立区規

則第19号）第３条第８号から第10号までに該当する施設を設置する事業 

（公共施設等） 

第４条 条例第２条第８号に規定する規則で定めるものは、次の各号に定めるものとする。 
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(１) 道路法（昭和27年法律第180号）第２条第１項に規定する道路、都市計画法（昭和43年法律

第100号。以下「法」という。）第11条第１項第１号に規定する道路並びに足立区（以下「区」

という。）が管理する交通広場及び通路 

(２) 都市公園法（昭和31年法律第79号）第２条第１項第１号に規定する都市公園、足立区立児

童遊園条例（昭和39年足立区条例第14号）に規定する児童遊園及び区が管理する広場 

(３) 河川法（昭和39年法律第167号）第３条第１項又は第100条第１項に規定する河川 

(４) 建築基準法第２条第１号に規定する建築物のうち、次のアからエのいずれかに該当するも

の 

ア 公共建築物であって、敷地面積又は延べ面積が500平方メートル以上となる建築物 

イ 公共住宅 

ウ 公衆便所 

エ 巡査派出所又は駐在所 

(５) その他区長が必要と認めるもの 

（ユニバーサルデザイン推進会議の委員） 

第５条 条例第11条に規定するユニバーサルデザイン推進会議（以下「推進会議」という。）の委

員は、次のとおりとする。 

(１) 学識経験者 ２人以内 

(２) 区内関係団体の代表者 ４人以内 

(３) 事業者代表 ４人以内 

(４) 公募による区民 ２人以内 

(５) 区職員 ３人以内 

２ 前項の委員の任期は、２年以内とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第６条 推進会議に会長及び副会長１人を置き、それぞれ委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、推進会議を代表し、会務を処理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理

する。 

４ 会長及び副会長にともに事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員が会長の職務を代

理する。 
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（招集） 

第７条 推進会議は、会長が招集する。 

（会議） 

第８条 推進会議は、委員の２分の１以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

２ 推進会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決すると

ころによる。 

（会議の傍聴） 

第９条 推進会議を傍聴しようとする者（以下「傍聴人」という。）の定員は、５人以内とする。 

２ 傍聴人は、次の事項を守らなければならない。 

(１) 推進会議における言論に対して、拍手その他の方法により自己の意思を表明しないこと。 

(２) 前号に定めるもののほか、推進会議の秩序を乱し、又は推進会議の進行の妨害となるよう

な行為をしないこと。 

３ 傍聴人が前項各号の規定に違反するときは、会長がこれを制止し、その命令に従わないときは、

これを退場させることができる。 

（議事録） 

第10条 会長は、次に掲げる事項を記載した推進会議の議事録を作成し、保存するものとする。 

(１) 推進会議の開催年月日 

(２) 出席した委員等の氏名 

(３) 議事日程 

(４) 議事のてんまつ 

(５) その他推進会議の経過に関する事項 

２ 推進会議の議事録は、会長及び会長が指名する委員が署名するものとする。 

３ 推進会議の議事録は、公開とする。ただし、会長が公開することが適当でないと認めたときは、

この限りでない。 

（部会） 

第11条 会長は、必要があると認めたときは、推進会議に部会を置くことができる。 

２ 部会は、会長の指名する委員をもって組織する。 

３ 部会に部会長を置き、会長の指名する委員をもって充てる。 

４ 部会長は、部会を招集し、部会の事務を掌理し、部会の調査審議の経過及び結果を推進会議に

報告する。 
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５ 部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちから、あらかじめ部会長の指名する者が

その職務を代理する。 

６ 部会の議事の定足数及び表決数については、第８条の規定を準用する。 

（意見聴取） 

第12条 推進会議及び部会は、必要があると認めるときは、専門的事項に関し学識経験のある者そ

の他関係人の出席を求めて意見若しくは説明を聴き、又はこれらの者から必要な資料の提出を求

めることができる。 

（都市計画マスタープラン） 

第13条 区長は、条例第17条第４項の規定に基づき区民等及び事業者の意見を聴取しようとすると

きは、あらかじめ次に掲げる事項について公表するものとする。 

(１) 都市計画マスタープランの案 

(２) 前号に規定する案の閲覧に関する事項 

(３) 意見の聴取方法及び聴取期間 

(４) その他区長が必要と認める事項 

２ 前項の公表は、広報紙への掲載その他の方法によるものとする。 

３ 条例第17条第５項の規定に基づく都市計画マスタープランの公表は、策定の日から２週間以内

に、広報紙への掲載その他の方法により行うものとする。 

（地区まちづくり計画） 

第14条 条例第21条第４項の規定に基づく地区まちづくり計画の公表については、前条第３項の規

定を準用する。 

（事前協議） 

第15条 条例第23条第１項に規定する事業又は整備に係る事前協議において、まちづくり事業者は、

区長が別に定める協議図書を提出するものとする。 

（勧告） 

第16条 条例第24条の規定に基づく勧告は、次の各号に掲げる事項を記載した書面の送付をもって

行うものとする。 

(１) まちづくり事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる

事務所の所在地） 

(２) 事業又は整備の施行場所及び概要 

(３) 勧告の内容及び勧告する理由 
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（公表） 

第17条 条例第25条の規定に基づく公表は、次の各号に掲げる事項を区役所の庁舎前掲示場に掲示

するとともに、広報紙への掲載その他の方法により行うものとする。 

(１) 公表日及び公表する期間 

(２) まちづくり事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる

事務所の所在地） 

(３) 事業又は整備の施行場所及び概要 

(４) 勧告の内容及び勧告する理由 

(５) まちづくり事業者が勧告に従わない事実 

（まちづくり推進委員等） 

第18条 条例第26条第１項に規定するまちづくり推進委員及びまちづくりカウンセラーの委嘱に関

する手続については、区長が別に定めるものとする。 

（公聴会又は説明会） 

第19条 区長は、区内の広範囲に影響を及ぼす都市計画の案を作成しようとする場合は、足立区都

市計画公聴会（以下「公聴会」という。）を、その他の都市計画の案を作成しようとする場合は、

説明会を開催するものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

(１) 都市計画の名称変更その他軽微な変更に係る都市計画の案を作成しようとする場合 

(２) 都市計画の案を作成するに当たり、住民の意見が反映されている場合 

(３) 他の地方公共団体の定める都市計画に付随的に定めるもので、当該地方公共団体の都市計

画と同時に決定することが必要であると区長が認める場合 

(４) 法令に特別の定めがある場合 

(５) 前各号に掲げる場合のほか、公聴会又は説明会を開催する必要がないと区長が特に認める

場合 

２ 区長は、説明会を開催しようとするときは、住民に対し事前に、次に掲げる事項を周知するも

のとする。 

(１) 説明会において説明をしようとする都市計画の案の内容となるべき事項（以下「都市計画

原案」という。）の概要 

(２) 説明会の開催日時及び場所 

３ 前項に定めるもののほか、説明会の運営等について必要な事項は、別に定める。 

（公告） 
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第20条 区長は、公聴会を開催しようとするときは、開催期日の２週間前までに、次に掲げる事項

を公告するものとする。 

(１) 公聴会において意見を聴こうとする都市計画原案の概要 

(２) 公聴会の開催日時及び場所 

(３) 次条に規定する書面の提出の期限 

２ 前項の公告は、足立区公告式条例（昭和25年足立区条例第４号）の例により行う。 

（公述の申出） 

第21条 都市計画原案に関係する地域の住民その他の利害関係人は、公聴会に出席し、意見を述べ

ようとするときは、前条第１項の公告で定める日までに、書面により区長にその旨を申し出なけ

ればならない。 

２ 前項の書面には、意見の要旨並びに氏名、住所及び都市計画原案についての利害関係を記載し

なければならない。 

（公述人の選定等） 

第22条 区長は、前条第１項の規定により申し出た者のうちから公聴会において意見を述べること

ができる者（以下「公述人」という。）を選定するものとする。この場合において、区長は、公

聴会の運営を円滑にするため必要があると認めるときは、あらかじめ公述時間を制限することが

できる。 

２ 前項の規定による公述人の選定又は公述時間の制限は、公平かつ適正に行なわなければならな

い。 

３ 第１項の規定により公述人を選定し、又は公述時間を制限したときは、その旨を本人に通知す

るものとする。 

（公聴会の議長） 

第23条 公聴会の議長は、区職員のうちから区長が指名する。 

（公述人の陳述等） 

第24条 公述人の陳述は、都市計画原案の範囲を超えてはならない。 

２ 議長は、公述人が前項の規定に違反して陳述をしたとき又は公述人に不穏当な行為があったと

きは、その陳述を禁止し、又は退場させることができる。 

（代理人等） 

第25条 公述人は、あらかじめ区長の承認を得たときは、文書で意見を提示し、又は代理人に意見

を述べさせることができる。 
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（関係行政機関等の職員の出席） 

第26条 区長は、必要があると認めるときは、公聴会に関係行政機関等の職員を出席させ、都市計

画原案について意見を述べさせることができる。 

（傍聴人の入場制限等） 

第27条 議長は、公聴会の秩序を維持するため必要があると認めるときは、傍聴人の入場を制限し、

又はその秩序を乱し、若しくは不穏当な言動をした者を退場させることができる。 

（記録） 

第28条 区長は、公聴会の記録を作成し、保管するものとする。 

２ 前項の規定による記録には、次に掲げる事項を記載し、議長が署名及び押印しなければならな

い。 

(１) 都市計画原案の概要 

(２) 公聴会の日時及び場所 

(３) 出席した公述人の氏名及び住所 

(４) 公述人の陳述の要旨 

(５) その他公聴会の経過に関する事項 

（地区計画等の案等の申出の方法等） 

第29条 条例第31条第１項に規定する規則で定める方法は、地区計画等の案等を申し出る者（以下

「申出者」という。）が、地区計画等の案等の申出に当たって、次に掲げる書類を区長に提出す

ることとする。 

(１) 地区計画等の案等の申出書 

(２) 利害関係の内容を記載した書類（申出者が利害関係人の場合に限る。） 

(３) 申出に係る地区計画等の種類、名称、位置、区域、区域の面積、案となるべき内容、地区

計画等の案等を定める理由その他地区計画等の案等を作成するために必要な事項が記載された

書類 

(４) 地区計画等の案等について、当該地区住民等に対する内容の周知及び公開の意見交換会の

開催状況について記載した記録 

２ 区長が条例第31条第３項に規定する都市計画の決定又は変更をする必要があるかどうかを判断

する基準は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 法第13条その他法令の規定に基づく都市計画に関する基準に適合していること。 

(２) 都市計画マスタープランその他条例に基づく施策に適合していること。 
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(３) 申出に係る地区計画等の案等に係る区域の面積が、0.5ヘクタール以上であること。 

(４) 申出に係る地区計画等の案等に係る区域内の住民及び利害関係人へ十分な説明が行われて

いること。 

(５) 申出に係る地区計画等の案等に係る区域周辺の環境又は都市機能へ及ぼす影響に配慮され

ていること。 

(６) 特定のものに対して著しい利益又は不利益を与える内容でないこと。 

（都市計画の決定又は変更の提案に係る提出書類） 

第30条 条例第32条第１項に規定する規則で定める書類は、次に掲げるものとする。 

(１) 都市計画法施行規則（昭和44年建設省令第49号。以下この条において「省令」という。）

第13条の４に規定する氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び主たる事務所の所在地）

並びに当該都市計画の決定又は変更の提案の概要を記載した提案書 

(２) 法第21条の２第２項の規定により都市計画の決定又は変更の提案を行おうとする法人にあ

っては、当該法人の登記事項証明書及び定款又は寄附行為 

(３) 省令第13条の４第１項第１号に規定する都市計画の素案として、次に掲げる図書 

ア 計画書（提案に係る都市計画の種類、名称その他当該都市計画の内容を示すために必要な

事項を記載したもの） 

イ 総括図（縮尺10,000分の１以上の図面に提案に係る都市計画の素案の区域を明示したもの） 

ウ 計画図（縮尺2,500分の１以上の地形図に提案に係る都市計画の素案の区域を明示したも

の） 

エ 都市計画の提案に係る理由を記載した書類 

(４) 省令第13条の４第１項第２号に規定する法第21条の２第４項第２号の同意を得たことを証

する書類として、次に掲げる図書 

ア 提案に係る都市計画の素案の対象となる土地の区域内の土地所有者等の一覧表及び提案に

係る都市計画の素案に同意した土地所有者等の同意の意思を示す書類（一筆ごとに同意した

者の権利の種類、氏名、住所及び連絡先並びに同意した者が所有するその区域内の土地の地

積又は同意した者が有する借地権の目的となっているその区域内の土地の地積を明記し、当

該権利者が押印したもの） 

イ 提案に係る都市計画の素案の対象となる区域内の土地の公図の写し及び登記事項証明書並

びに借地権を有する者が当該借地権の目的である土地の上に有する建物の登記事項証明書

（借地権の登記がない場合に限る。） 
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(５) 法第21条の３に規定する区の判断のために必要な書類として、次に掲げる図書 

ア 提案に係る都市計画を定めた場合において、当該区域周辺の環境又は都市機能へ及ぼす影

響及びその影響に対する対策を示した図書（当該都市計画の区域周辺の環境及び防災、交通、

衛生等の都市機能に支障がないと区長が認める場合を除く。） 

イ 提案に係る都市計画の素案の対象となる区域内の土地所有者等に対する内容の周知及び公

開の意見交換会の開催状況について記載した記録 

（意見書の提出方法） 

第31条 条例第30条第３項及び第32条第７項の規定により意見書を提出しようとする者は、その住

所及び氏名並びに利害関係を有する場合はその旨を明らかにしなければならない。 

（都市計画審議会の招集） 

第32条 足立区都市計画審議会（以下「審議会」という。）は、会長が招集する。 

２ 会長は、審議会を招集しようとするときは、やむを得ない場合を除き、招集期日の７日前まで

に、議案及び資料を添えて、日時及び場所を委員及び議事に関係のある臨時委員に通知しなけれ

ばならない。 

（議事日程） 

第33条 会長は、審議会の議案の審議順序等を記載した議事日程を作成し、委員及び議案に関係の

ある臨時委員に配布するものとする。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、議案の審議順序を変更することができる。 

（議事の順序） 

第34条 審議会の議事は、次の順序により行うものとする。 

(１) 議題の宣言 

(２) 議案の説明 

(３) 質疑応答 

(４) 討論 

(５) 裁決 

（専門委員） 

第35条 専門委員は、審議会の会議に出席し、会長の許可を得て、又は会長の求めに応じて意見を

述べ、又は説明することができる。 

（委員等以外の者の出席） 

第36条 会長は、必要があると認めるときは、委員、議案に関係のある臨時委員及び専門委員以外
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の者を会議に出席させ、意見を述べさせ、又は説明させることができる。 

（会議の傍聴） 

第37条 会長は、審議会の会議を傍聴しようとする者（以下「傍聴人」という。）の人数を制限す

ることができる。 

２ 傍聴人は、次の事項を守らなければならない。 

(１) 会議における言論に対して、拍手その他の方法により自己の意思を表明しないこと。 

(２) 前号に定めるもののほか、会議の秩序を乱し、又は会議の進行の妨害となるような行為を

しないこと。 

３ 傍聴人が前項各号の規定に違反するときは、会長はこれを制止し、その命令に従わないときは、

これを退場させることができる。 

（議事録） 

第38条 会長は、次に掲げる事項を記載した審議会の議事録を作成し、保存するものとする。 

(１) 審議会の開催年月日 

(２) 出席した委員、臨時委員及び専門委員等の氏名 

(３) 議事日程 

(４) 議事のてんまつ 

(５) その他審議会の経過に関する事項 

２ 審議会の議事録には、会長及び会長が指名する委員が署名するものとする。 

３ 審議会の議事録は、公開とする。ただし、会長が公開することが適当でないと認めたときは、

この限りでない。 

（専門部会） 

第39条 審議会は、専門的な事項を調査検討するため、専門部会を置くことができる。 

２ 専門部会の委員は、条例第35条から第37条までに規定する委員のうちから審議会の会長が指名

する。 

３ 専門部会は、審議会から付託された事項につき調査検討を行う。 

（部会長） 

第40条 専門部会に部会長を置き、部会長は、当該専門部会の委員のうち条例第35条及び第36条に

規定する委員の互選により定める。 

２ 部会長は、当該専門部会を招集し、それぞれの議事を整理する。 

３ 部会長に事故があるときは、条例第35条及び第36条に規定する委員のうちから部会長があらか
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じめ指名する委員がその職務を代理する。 

（報告） 

第41条 部会長は、専門部会における調査検討結果を審議会に報告しなければならない。 

（庶務） 

第42条 審議会の庶務は、都市建設部都市建設課において処理する。 

（委任） 

第43条 この規則の施行について必要な事項は、別に定める。 

付 則 

この規則は、平成17年９月１日から施行する。 

付 則（平成20年３月31日規則第56号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

（足立区都市計画審議会条例施行規則の廃止） 

２ 足立区都市計画審議会条例施行規則（昭和54年足立区規則第52号）は、廃止する。 

付 則（平成21年10月29日規則第78号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（足立区都市計画公聴会規則の廃止） 

２ 足立区都市計画公聴会規則（平成15年足立区規則第７号）は、廃止する。 

付 則（平成22年３月31日規則第28号） 

この規則は、平成22年４月１日から施行する。 

付 則（平成24年11月22日規則第73号） 

この規則は、平成24年12月１日から施行する。 

付 則（平成27年４月１日規則第44号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成27年４月28日規則第50号） 

この規則は、公布の日から施行し、第１条の規定による改正後の足立区住宅政策審議会規則の規

定、第２条の規定による改正後の足立区ユニバーサルデザインのまちづくり条例施行規則の規定及

び第３条の規定による改正後の足立区景観条例施行規則の規定は、平成27年４月１日から適用する。 

付 則（平成27年７月31日規則第66号） 
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この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成28年３月22日規則第31号） 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

付 則（平成29年２月28日規則第７号） 

この規則は、平成29年３月１日から施行する。 

付 則（平成30年11月12日規則第72号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成30年10月１日から適用する。 

付 則（令和元年９月20日規則第19号） 

この規則は、令和元年10月１日から施行する。ただし、第２条の改正規定は、公布の日から施行

する。 

付 則（令和４年３月31日規則第43号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

付 則（令和６年11月18日規則第73号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（令和７年３月19日規則第12号） 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。 


